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1. はじめに   

(株)UACJ は，アルミニウムの軽圧メーカーである．当社

主力設備である圧延機は，第三次産業革命(third industrial 

revolution, 3IR)の圧延機自動制御化により生産能力を飛躍

的に向上させてきた．現在は，情報技術が主役の第四次産

業革命(forth industrial revolution, 4IR)と呼ばれる時代であり，

データ・デジタル技術を活用した産業構造の変化が起きつ

つある．このような時代において企業が競争上の優位性を

確立するには，変化する社会や顧客の情報を常に捉え，デ

ジタルトランスフォーメーション(以下，DX)と呼ばれる変

革が企業に求められている．当社においても，産業 IoT の

活用を含む DXを推進している． 

国内外企業の DXへの取り組み状況は以下の通りである．

DX白書 2023[1]によると，日本での取り組み割合は 2021年

度調査の 55.8%から 2022年度調査は 69.3%に増加しており，

米国の 77.9％に近づいている．しかしながら，成果創出の

割合については，米国の 89.0%に対して日本は 58.0%と依然

としてその差は大きくおくれをとっている．具体的には，

日本企業はデジタイゼーションやデジタライゼーションと

いった領域では成果をあげてはいるものの，価値創出やビ

ジネスモデルの変革といったトランスフォーメーションは

不十分であり，「X=変革」に向けた更なる取り組みの深化が

必要であると報告されている． 

ところで，当社では DX を行動変容の一つの形態と捉え

ているが，どのような変容を目指すべきかが大きな議題と

なっている．その要因として，変容を想像・創造する力(＝

リテラシー)がないことが挙げられる．企業が DX を実現す

るには，経営層を含め従業員一人ひとりが DX を自分事と

捉え，全てのビジネスパーソンに DX に関するリテラシー

を身につけた人材の確保・育成が必要であると考えられる．  

様々な製造業において人材育成の取り組みがなされてお

り，当社と同じ金属メーカーである日本製鉄では，総合職

を対象とした育成プログラムや高度なデータ分析・活用ス

キルを備えるデータサイエンティストの育成に着手してい

る[2]．当社においては，総合職だけでなく現場作業者も含

めた全従業員を対象に，職位や役割に応じて必要なリテラ

シーを身につけるという位置づけで教育方法を設計し，実

践している．その取り組みの一部を紹介する． 
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2. DX推進の現状と課題を踏まえた方策 

DXリテラシー教育実践にあたって，現状把握として当社

従業員の DX に関する意識を調査した．これをもとに教育

に必要な条件を明確にし，その方策を立案した． 

 

2.1 従業員の DXに関する意識 

当社従業員の DX に関する意識調査結果を表 1 に示す．

これは，当社のこれまでの DX 活動の振り返りの中で得ら

れた情報をリテラシー／マインドの観点で整理したもので

ある．当社との比較対象として，一般企業における意識調

査結果についてもあわせて列挙する．リテラシーについて

は帝国データバンク [ 3 ] ，マインドについては

RECEPTIONITST 社の調査結果[4]である． 

表 1より，当社従業員の DX リテラシーおよび DXに対す

るマインドが当社における課題であることがわかる．当社

の DX リテラシーは従業員それぞれが業務内容に応じて身

につけ「digital-ready(デジタル技術を理解しレベルに応じた

活用ができる状態)」となる必要がある．しかしながら，現

状は DX に関するスキル不足やそれにより向かうべきゴー

ルを描くのが困難な状態である．DXに対するマインドにつ

いては，新人は現状維持バイアスがない状態であるものの

中堅／管理職以上の従業員となると現状を維持したい・自

分には無関係といったマインドであることがわかった．こ

れらは一般企業の意識調査結果と同様の傾向であった．  

 

表 1 UACJにおける DX推進に関する意識調査結果 

Table1 Perceptions of DX promotion in UACJ. 
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2.2 DXリテラシー教育が成功する条件および方策 

DX に対して現状維持バイアスのない当社総合職一年目

社員を教育対象とした．表 2 に DX リテラシー教育が成功

する条件および方策を示す．③④の自発性／心理的安全性

については，一般的な新入社員の特徴[5]をもとに条件およ

び方策を模索した． 

各条件に対する方策の詳細は以下の通りである． 

 

 

① 人数効率 

局所的な育成による人海戦術が通用しないこと，全社

員に教育が必要なため，集合研修の形式で中長期的かつ

体系的に DX 人材を育成することとした．2022年度は全

社実施に先だって行われたトライアルの位置づけである． 

 

② 学習効果 

単なる座学ではなく，「理論×実践」のハンズオン学習

により表 3 に示すデータ活用スキルを把握できるように

することで学習効果を高めるようにした．またハンズオ

ン学習に加え，図 1 に示すような実施形態でグループ討

議することで，学習内容の理解促進を促すようにした．

快適性という観点では，PC とモバイルモニタを用いてデ

ュアルディスプレイにすることで，コーディングや練習

問題を効率良く解けるようにした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 受講者の自発性を促す 

 受講者の自発性を促すため，各グループに受講者と歳

の近いチューターを配置し，アサーティブコミュニケー

ションを導入した．アサーティブコミュニケーションと

は，以下の特徴を持った相互尊重コミュニケーションス

タイルのことである[6]． 

 

 場に沿った適切な表現を選択できる 

 相手の気持ちや意見を受け止め大切にする 

 自分の気持ちや意見をはっきりと主張できる 

 相手と意見が対立してもお互いが納得できる結

論を導くことができる 

 

図 2 にアサーティブコミュニケーションの例を示す．

近年の新入社員は，指示待ちで主体性が低いと言われて

いる．そこで，受講者の様子やその場の雰囲気・状況に

応じて誠実に指導・支援するといったアサーティブコミ

ュニケーションを用いる．その結果，受講者の返報性に

作用して自発性を促すことができると考えている． 他者

から何らかの恩恵を受け，お返しをしなければいけない

という感情を抱くことを返報性の原理といい，デニス・

リーガンによって提唱されたものである[7]． 

表 3  DXリテラシー教育のコンテンツ内容 

Table3 Contents of the DX literacy education. 

図 1  DXリテラシー教育の実施形態 

Figure1 Setup of the DX literacy education. 

表 2 DXリテラシー教育が成功する条件および方策 

Table2 Prerequisites and measures for DX literacy 

education. 
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④ 心理的安全性 

自分の考えや気持ちを誰に対してでも安心して発言で

きる状態のことを心理的安全性という[8,9]．心理的安全

性に対する方策として，③の自発性と同様に各グループ

にチューターを配置し，チューターにはアサーティブコ

ミュニケーションを意識させた．教育の場において，受

講者から質問行動を引き出すのがチューターの役割であ

る．教育の場における質問行動は，学習内容の理解促進・

思考の深化ができるため重要である．しかし，近年の新

入社員は質問行動に消極的な傾向がある．秋田らは，大

学生の質問行動に寄与する要因について調査しており，

「つまらない質問で馬鹿だと思われたくない」，「目立ち

たくない」といった理由が，質問への抵抗感と関連する

ことを報告している[10]．これと同様に，自分の行動に

対して上司・先輩がネガティブな反応をするのではない

かという恐れから質問行動に消極的になると思われる．

よって，図 2 に示すアサーティブコミュニケーションを

用いることで安心して発言できる状態をつくりだし，質

問行動を引き出すこととした． 

 

 上記を盛り込んだ教育効果の確認として，受講者の追跡

調査および事後アンケートを実施した． 

 

3. 結果と考察 

3.1 受講者の自発性に関する追跡調査 

DX リテラシー教育で学んだデータ活用スキルを自発的

に業務で活用しているか確認するため，受講者へヒアリン

グを実施した．その結果を図 3に示す． 

全受講者の 40%にデータ活用スキルを用いて自職場課題

を解決するといった DX に対する自発性という点で積極的

な変容が認められた．このことから，今回開発した教育は

DX リテラシー醸成においてある一定の効果が期待できる

と考えられる．行動変容のなかった受講者に対しては，さ

らなる追跡調査をするなどして別途施策を検討・実施する

のが今後の課題である． 

 

 

 

3.2 満足度に及ぼすチューターの影響 

DX リテラシー教育の受講者満足度に及ぼすチューター

の影響を把握するため，教育終了後にアンケートを収集し

た．アンケート結果をもとに満足度とチューターに関する

相関分析を実施した．その結果を図 4に示す． 

図 4 より，受講者満足度に対するチューターの相関係数

は 0.72 となっており，全アンケート項目の中で最も相関が

強いことがわかった．これより，DXリテラシー教育の良し

悪しにチューターとのコミュニケーションが大きく作用し

ていることがわかった．  

 

図 2 アサーティブコミュニケーションの例 

Figure2 Examples of assertive communication. 

図 3 データ活用スキルを自発的に業務で活用し

ている受講者の割合 

Figure3 Percentage of participants who voluntarily use 

data utilization skills in their work. 

図 4 満足度に及ぼすチューターの影響 

Figure4 Influence of tutors on satisfaction. 
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 ところで，企画段階で想定できなかった新たな気づきが

研修を通して得られた．具体的には，以下のようなシチュ

エーションである：特に機械学習の回においてであるが，

受講者の半数が原理原則を隅々まで理解しなければ先に進

めず，足踏み状態に陥ってしまうような状況である．受講

者に対して，機械学習には多様かつ有用なロジックが膨大

に存在するが，その原理原則を隅々まで覚えなければ応用

できないということは一般にない(機械学習は問題解決する

のが目的で原理起点ではない)という意識付けをすべきであ

った． 

 

4. まとめ 

当社総合職一年目社員を対象とした DX リテラシー教育

を開発し，集合研修形式で教育を実践した．その結果，全

受講者の 40%にデータ活用スキルを用いて自職場課題を解

決するといった DX に対する自発性という点で積極的な変

容が認められた． 

本教育では，受講者の自発性を促すためにチューターに

よるアサーティブコミュニケーションをとりいれており，

以下の知見を得ることができた． 

 

 受講者満足度に及ぼすチューターの影響を相関分析し

たところ， DXリテラシー教育の良し悪しにチュータ

ーが大きく作用していることがわかった．   

 

 教育の心構えとして，機械学習には多様かつ有用なロ

ジックが膨大に存在するが，その原理原則を隅々まで

覚えなければ応用できないということは一般にないと

いう意識付けを受講者にすべきであった． 

 

このような新人教育を継続していくことで IoT を活用す

るリテラシーが身につき，どのような変容を目指すべきか

想像・創造できるようになる．また今後は，教育に IoT を

導入して受講者のリアクションや生体反応をセンシングし，

更なる学習効果の向上や心理的安全性確保の合理化等を検

討していきたい． 
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